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令和８年６月12日告示第394号 

 

盛岡市コミュニティ交通サポート補助金交付要綱 

 （目的） 

第１ 地域住民の移動手段を確保し、もって地域福祉の増進を図るため、コミュニティ交通の運行

を行うために要する経費に対し、予算の範囲内で盛岡市補助金交付規則（昭和50年規則第27号。

以下「規則」という。）及びこの告示に定めるところにより補助金を交付する。 

 （定義） 

第２ この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (1) コミュニティ交通 地域住民の移動手段を確保するため地域住民等が主体となって運行を行 

  う乗合タクシー、相乗りタクシー、交通空白地有償運送及び互助による運送をいう。 

 (2) 乗合タクシー 道路運送法（昭和26年法律第 183号。以下「法」という。）第４条第１項の 

  許可を受けた一般旅客自動車運送事業者（一般旅客自動車運送事業を経営する者をいう。以下 

  「事業者」という。）が、乗車定員が11人未満の自動車を使用して行う道路運送法施行規則（ 

  昭和26年運輸省令第75号。以下「省令」という。）第３条の３各号に掲げる乗合による旅客の 

  運送をいう。 

 (3) 相乗りタクシー 法第４条第１項の許可を受けた事業者が、乗車定員が11人未満の自動車を 

  貸し切って行う旅客の運送であって、運送開始前に複数の旅客が相互に同乗することを承諾し 

  共同して運送に係る契約を締結することにより行われるものをいう。 

 (4) 交通空白地有償運送 省令第49条第１号に規定する交通空白地有償運送をいう。 

 (5) 互助による運送 法第４条第１項の規定による許可又は法第79条の規定による登録を要しな 

  い運送であって、運賃の収受をせずに地域住民等の互助により行うものをいう。 

（補助対象者） 

第３ 補助金の交付を受けることができるものは、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 (1) 町内会、自治会、ボランティア活動を行う団体、特定非営利活動法人その他これらに類する

団体（交通空白地有償運送を行うものにあっては、省令第48条各号に掲げる者のうち、法第79

条の規定による登録を受けたもの又は受けようとするもの。以下「町内会等」という。）であ

って、市の区域内に活動の拠点を有し、かつ、当該団体の構成員の数が３人以上であるもの。 

(2) 公共の利益の増進を目的とする活動を行うもの。 

(3) 政治活動又は宗教活動を目的としないもの。 

(4) 市税を滞納していないもの。 

(5) 盛岡市暴力団排除条例（平成27年条例第９号）第９条第１項各号に掲げる者でないもの。 

（補助金の交付の対象及び補助額） 



第４ 第１に規定する経費は、次表の左欄に掲げる運送の方法の区分に応じ、同表の当該中欄に掲

げる経費とし、これに対する補助額は、同表の当該右欄に掲げるとおりとする。 

区分 経費 補助額 

乗合タク

シー 

町内会等が事業者に乗合タクシー

の運行を委託する場合に要する委

託料（当該運行に係る運賃の額か

ら利用者が負担する額を控除した 

額（以下「運行欠損額」という。）

に限る。） 

当該経費が10万円未満の場合にあっては当該

経費に相当する額（その額に 1,000円未満の 

端数が生じたときは、これを切り捨てた額）、

当該経費が10万円以上20万円以下の場合にあ

っては10万円、当該経費が20万円を超える場

合にあっては当該経費の２分の１に相当する

額（その額に 1,000円未満の端数が生じたと 

きは、これを切り捨てた額）以内の額とする。

ただし、その額が40万円を超えるときは、40

万円を限度とする。 

相乗りタ

クシー 

町内会等が事業者に相乗りタクシ

ーの運行を依頼する場合に要する

経費（運行欠損額に限る。） 

当該経費が10万円未満の場合にあっては当該

経費に相当する額（その額に 1,000円未満の 

端数が生じたときは、これを切り捨てた額）、

当該経費が10万円以上20万円以下の場合にあ

っては10万円、当該経費が20万円を超える場

合にあっては当該経費の２分の１に相当する

額（その額に 1,000円未満の端数が生じたと 

きは、これを切り捨てた額）以内の額とする。

ただし、その額が40万円を超えるときは、40

万円を限度とする。 

交通空白

地有償運

送 

町内会等が交通空白地有償運送を

行う場合に要する報償費、消耗品

費、燃料費、印刷製本費、自動車

関係経費（町内会等が所有し、又

は自動車の所有者から使用の承諾

を得た自動車であって交通空白地

有償運送に使用するものに係るも

のに限る。）、役務費、自動車借

上料、省令第51条の16第１項第１ 

当該経費が10万円未満の場合にあっては当該

経費に相当する額（その額に 1,000円未満の 

端数が生じたときは、これを切り捨てた額）、

当該経費が10万円以上20万円以下の場合にあ

っては10万円、当該経費が20万円を超える場

合にあっては当該経費の２分の１に相当する

額（その額に 1,000円未満の端数が生じたと 

きは、これを切り捨てた額）以内の額とする。

ただし、その額が40万円を超えるときは、40 



 号に規定する国土交通大臣が認定

する講習のうち交通空白地有償運

送運転者講習に要する経費その他

市長が認める経費（運送に係る運

賃の収入がある場合にあっては、

当該経費から当該収入の額を控除

した額に限る。） 

万円を限度とする。 

互助によ

る運送 

町内会等が互助による運送を行う

場合に要する消耗品費、燃料費、

印刷製本費、自動車関係経費（町

内会等が所有し、又は自動車の所

有者から使用の承諾を得た自動車

であって互助による運送に使用す

るものに係るものに限る。）、役

務費、自動車借上料、当該運送に

従事する者が受講する安全運転に

係る講習に要する経費その他市長

が認める経費 

当該経費が10万円未満の場合にあっては当該

経費に相当する額（その額に 1,000円未満の 

端数が生じたときは、これを切り捨てた額）、

当該経費が10万円以上20万円以下の場合にあ

っては10万円、当該経費が20万円を超える場

合にあっては当該経費の２分の１に相当する

額（その額に 1,000円未満の端数が生じたと 

きは、これを切り捨てた額）以内の額とする。

ただし、その額が40万円を超えるときは、40

万円を限度とする。 

２ 当該年度において、国、県その他の団体から地域住民の移動手段の確保に係る補助金等の交付

を受けた又は受ける見込みがある場合の経費の額は、前項の規定により算定した経費の額から当

該補助金等の額（見込額を含む。）を控除した額とする。 

（補助の実施期限） 

第５ 規則第３条に規定する補助の実施期限は、令和８年度の末日とする。ただし、当該補助金に

係る事業効果の検証を行い、その結果に基づいて当該補助の実施期限の延長又は繰上げをするこ

とがある。 

２ 前項ただし書の事業効果の検証に係る基準は、次のとおりとする。 

 (1) 当該補助金により移動手段を確保した団体数 

 (2) 当該補助金を活用して確保した移動手段の利用者数 

 （申請の取下期日） 

第６ 規則第８条第１項に規定する申請の取下期日は、補助金の交付の決定の通知を受領した日か

ら起算して15日以内とする。 

（提出書類） 

第７ 規則の規定により提出する書類並びに当該書類の提出部数及び提出期日は、別表のとおりと

する。 



別表（第７関係） 

条項 提出書類 提出部数 提出期限 

規則第４条 １ 補助金交付申請書 

２ 事業計画書 

３ 収支予算書 

４ 見積書の写し 

５ 事業内容の分かる書類（運送対象範

囲図等） 

６ 法人又は団体の前年度の決算書（設

立から１年に満たない場合を除く。） 

７ 完納証明書（課税法人に限る。） 

８ その他市長が必要と認める書類 

１部 

１部 

１部 

１部 

１部 

 

１部 

 

１部 

補助事業を開始しよ

うとする日の30日前 

規則第９条第

１項 

補助事業変更承認申請書 １部 変更しようとする日

の15日前 

規則第９条第

２項 

補助事業中止（廃止）承認申請書 １部 中止し、又は廃止し

ようとする日の15日

前 

規則第14条 １ 補助事業完了報告書 

２ 事業実績書 

３ 収支決算書 

４ 領収書の写しその他支出を証する書 

 類 

５ 事業結果の分かる書類（運送の状況

が分かる写真、報告書等） 

６ その他市長が必要と認める書類 

１部 

１部 

１部 

１部 

 

１部 

 

事業完了後30日以内

又は当該年度の３月

31日のいずれか早い

日 

規則第17条第

１項 

補助金交付請求書 １部 補助金額確定通知書

を受領した日から起

算して14日以内 

 


